



















































































































































































































註( 1 ) 江頭憲治郎『株式会社法』第 5版 (有斐閣、2014年) 49頁。
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( 4 ) 神田秀樹『会社法』第 16版 (弘文堂、2014年) 238頁、242頁、245頁。
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( 6 ) 菊澤研宗『比較コーポレート・ガバナンス論：組織の経済学アプローチ』
(有斐閣、2004年) 12頁〜20頁。
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新社、2002 年) 28頁〜36頁。
( 8 ) 田村達也『コーポレート・ガバナンス：日本会社再生への道』(中央公論
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( 9 ) 平田光弘「OECDのコーポレート・ガバナンス原則」(東洋大学経営研究
所、2001 年) 278頁、285頁〜291頁。
(10) 野崎彰「OECD コーポレート・ガバナンス原則改訂の動向」(商事法務



























































































10 月 14日朝刊) 1頁。
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聞夕刊、2006 年 01 月 18 日) 1頁。
｢ライブドア株、94円で幕――上場期間わずか 6年」(日本経済新聞朝刊、
2006 年 04月 14日) 3頁。
最判 (第三小法廷) 平成 24年 3 月 13 日 金判 1390 号 16頁、判時 2146 号
33頁。
(15) ｢IHI、営業赤字 87億円――「プラント事業部に問題」、リスク、本社に
伝わらず」(日本経済新聞朝刊、2007年 12 月 13 日) 9頁。
｢東証、「監理」から「特設注意銘柄」に、IHI株を変更」(日経産業新聞、
2008 年 2 月 9 日) 15頁。
(16) ｢金融庁・東証、調査へ、オリンパス損失隠し、監査法人など」(日本経済
新聞朝刊、2011 年 11 月 10 日) 1頁。
｢オリンパス 3 社長認識、損失隠し穴埋め 1348億円――旧経営陣への賠
償請求検討」(日本経済新聞朝刊、2011 年 12 月 7日) 1頁。
東地判 (第一審) 平成 27年 3月 19 日商事法務 379 号 213頁。
(17) ｢東芝、不適切会計で 500億円減額も、営業利益 3年間で」(日本経済新聞
朝刊、2015 年 05 月 14日) 1頁。
｢東芝・室町社長、官邸を訪れ陳謝、不適切会計問題で」(日本経済新聞夕
刊、2015 年 8 月 5 日) 3頁。
｢監視委と地検、会計不祥事、東芝歴代 3社長の刑事告発協議へ」(日本経
済新聞朝刊、2015 年 12 月 9 日) 1頁。
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(25) ｢株主総会白書」商事法務 No. 2085、2015 年 12 月 1 日、152頁-155頁。
(26) ｢2015 年東証上場会社コーポレート・ガバナンス白書」、62、63頁。
(27) ｢2015 年東証上場会社コーポレート・ガバナンス白書」、78頁。
(28) 伊丹敬之『経営学入門』第 3版 (日本経済新聞出版社、2013 年) 573頁。
四 コーポレートガバナンス・コード


































































































































































































































































































の策定 (平成 26 年 2 月)、社外取締役の確保に向けた改正会社法の施行
(平成 27年 5月)、コーポレートガバナンス・コードの策定 (平成 27年 6
月適用開始) 等もこうした背景の中でなされた。
特に、過去の統計的な傾向を見れば、ローリスク・ローリターンの安定





























日に 100 社を超えた。時価総額が 1兆円を超す企業もあり、3月の定時株
主総会で承認済みのユニ・チャーム、サントリー食品インターナショナル












事務局となる有識者会議を経て 2015 年 6 月ごろまでに東証が策定する。










































2015 年 6 月に適用が始まった企業統治指針 (コーポレートガバナンス・
コード) は、独立した社外取締役を複数選任することを上場企業に求めて

















社外取締役を選任している東京証券取引所第 1 部上場企業は 1655 社 (8
月 1 日) で、全体の 88%に達した。比率は前年に比べ 26 ポイント上昇し
た。社外取締役のうち独立取締役
(43)
が占める比率も 83%と 11 ポイント上昇
している。
独立取締役を 2人以上選任している企業の比率は 49%で 28 ポイント上
昇した。今年 6月に適用が始まった企業統治指針 (コーポレートガバナン
ス・コード) は、独立取締役の複数選任を 1、2 部企業に求めている。同
協会は「指針の適用直後としては評価できる数字だ。今後も独立取締役は
増えるだろう」と話している。
独立取締役が 3人以上の企業は 5 ポイント上昇し、13%。取締役会の 3
分の 1 以上を独立取締役が占める企業は 13%だった。またガバナンスを
重視する外国人の株主比率が高い企業に、独立取締役選任に積極的な傾向






東証 1 部・2 部上場で 2人以上の独立社外取締役を置く企業が全体の 42%、
156 (799)
1025 社に上ることがわかった。2014年 (413 社) の 2・5倍に増えた。7
月 15 日までに東京証券取引所に提出されたコーポレート・ガバナンス報
告書で独立社外取締役の選任状況を調べた。
東証が 6 月に導入した企業統治指針 (コーポレートガバナンス・コー




独立社外取締役がいる企業は、東証マザーズでは 13% (2014年比 9 ポイ
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己資本 (株主資本) に対する当期純利益の割合。




る研究会、経済産業省、2015 年 7月 24日。
(37) ｢三菱重工業におけるガバナンス体制の充実に向けた検討」商事法務 No.
2086、2015 年 12 月 5 日、4頁-10頁。
(38) ｢社外取締役が経営監査、三菱重など 80 社超移行、「監査等委員会」制度、







(40) ｢企業統治の新時代 (7) 対話を重視する原則主義 (ゼミナール)」(日本経
済新聞朝刊、2014年 9月 10 日) 33頁。
(41) ｢コーポレートガバナンス・コードは「原則主義」(プリンシプルベース)
に基づいて制定される」(日本経済新聞朝刊、2014年 9月 11 日) 27頁。
(42) ｢社外取締役、形骸化防ぐ、政府新指針、事例集も作成」(日本経済新聞朝
刊、2015 年 7月 22 日) 5頁。
(43) 独立取締役とは、企業からの独立性が高い取締役のこと。独立性のある取
締役としては既に「社外取締役」が一般的になっている。
(44) ｢独立社外取締役を選任、東証 1 部の 88%に」(日本経済新聞朝刊、2015
年 9 月 28 日) 15頁。
(45) ｢独立社外取締役、2人以上が 42%、東証 1 部・2 部企業」(日本経済新聞




































る研究会、経済産業省、2015 年 7月 24日。
159(796)
